（別紙様式１）
	

指定管理者指定申請書


　　年　　月　　日　

　熊本県知事　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　
申請者　団体名　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。

記

　公の施設の名称　　熊本県農業公園

　(添付書類)
　１　指定を受けようとする公の施設の管理に関する事業計画書及び収支計画書
　２　定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類
　３　法人にあっては、当該法人の登記簿謄本又は登記事項証明書
　４　申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他団体の財務状況を明らかにする書類
　５　申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の内容を明らかにする書類
　６　労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）
　７　納税証明書
　　イ　法人税、地方法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書
　　ロ　熊本県の県税（当該県税が課されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を有するものにあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）について未納がないことの証明書
　８　その他知事が必要と認める書類






（別紙様式２）
熊本県農業公園指定管理者事業計画書
　　年　　月　　日現在
１　団体の概要
	団体の名称
	（フリガナ）

	
	


	団体の主たる事業所の
所在地
	〒



	熊本県内の事業所の
所在地
	〒



	申請団体名
（グループ応募の場合）
	


	□　代表者
□　構成員
（いずれかをチェック）

	設立年月日
	

	従業員数
	


	資本金又は基本財産
	


	団体の運営理念
	





	主な業務内容
	







	免許・登録
	


	担
当
者
	所属・職名
	
	電話番号
	

	
	氏名
	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	


注：「１　団体の概要」は、団体ごとに作成すること。次ページ以降については、用紙が不足する場合には必要に応じ適宜別紙を追加すること。
２　住民の平等な利用の確保
（１）施設の設置目的及び県が示した管理の方針
ア　管理運営の方針
（募集要項２の「施設管理運営と指定管理者募集に当たっての基本的な考え方」を踏まえ、農業公園の管理運営に当たっての基本的な考え方を記載すること）
	






※記入欄は、適宜、行を追加して記載すること。また、枠内に記載することが困難な場合はその旨記載し、別紙としても差し支えない。以下同じ。

イ　管理運営に当たっての基本的な達成目標
（農業公園の管理運営に当たっての具体的な達成目標（入園者数、体験農園参加者数等）を記載すること）
	







ウ　貴団体の経営方針等
（貴団体における経営方針、諸規程（就業・給与・会計等）の整備状況、並びに法令遵守等についての基本的な考え方を記載すること）
	







（２）施設の平等な利用の確保
（住民の平等な施設利用の確保についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	








３　農業公園の効用の最大限の発揮
（１）利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果
ア　現状と課題
（農業公園の現状と課題等について、どのように認識しているのか記載すること）
	







※以下の項目については、「現状と課題」を踏まえて記載すること。

イ　利用拡大の取組
（年間を通して利用者の増加や潜在的な利用者を掘り起こすための取組等について、具体的な取組内容等を記載すること）
	







ウ　事業等の広報計画
（広報宣伝（例：県民の興味を引くホームページの運用、専門機関との連携等、農業公園と園内イベント等の認知度を高めるための取組等）についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	






[bookmark: _Hlk238489586]
エ　地域や関係機関等（特に他の企業・団体）との連携
（利用者の増加を図るための他の企業・団体との連携とそのノウハウの活用についての基本的な考え方（具体的な実施計画がある場合はその内容等）について記載すること）
	








（２）サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果
ア　サービス向上のための取組
（サービス向上を図るための取組等についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	






イ　他の企業・団体との連携
（サービス向上を図るための他の企業・団体との連携とそのノウハウの活用についての基本的な考え方（具体的な実施計画がある場合はその内容等）について記載すること）
	








ウ　自主事業の実施計画
①　自主事業等実施の基本的な考え方
（農業に関する新しい取組や本県農業関連施策（例：食のみやこ熊本、地下水と土を育む農業、スマート農業、農地集積、田んぼダム等）に関するコーナー設置等の取組、自主事業又は誘致事業等のイベントを含めた事業実施についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	





※自主事業を計画している団体にあっては、別途総合的な企画書を添付すること。（様式は任意、Ａ４サイズ３枚程度以内（Ａ３サイズの折込可））

②　イベント実施計画表
自主、誘致に関わらず計画している事業（イベント）を時系列に記載すること。
	実施事業の内容（具体的内容、事業規模等）
	事業実施時期・実施回数

	

	

	

	

	

	



エ　施設・設備等の有効活用
（施設・設備等を有効に活用する取組等についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	









（３）施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性
ア　施設の維持管理、安全管理等に関する具体的な取組
（施設の維持管理、事故防止の安全管理等（夏期の暑さ対策を含む。）についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	









イ　施設の維持管理等の具体的な取組
①　清掃、ごみ等の収集・処理
（施設の清掃、ごみ等の収集・処理についての具体的な取組内容等を記載すること）
	








②　植栽管理
（植栽管理（夏期の暑さ対策を含む。）についての具体的な取組内容等を記載すること）
	







③　施設の巡回、警備
（施設の巡回、警備についての具体的な取組内容等を記載すること）
	







ウ　外部委託
農業公園を管理運営する上で、業務の一部を再委託する予定があれば、その内容を記載すること。
	再委託する業務の内容
	再委託する理由

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



（４）農業生産者と消費者との共生の場づくりとしての具体的な取組
（農業及び「食のみやこ熊本県」に関する県民の理解と興味を深め、農業生産者と消費者との共生の場として農業公園を運営することについての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載し、イベント実施との関わりがある場合にはその効果についても記載すること）
	







４　管理に係る経費の縮減
（１）収支計画の内容、適格性及び実現の可能性
ア　収支計画の内容
（別紙様式３「熊本県農業公園指定管理業務の収支計画書」に記載した収入及び支出についての基本的な考え方及び健全性を記載すること）
	







イ　経費縮減の具体的な取組
（経費縮減に向けた取組についての基本的な考え方、具体的な取組内容等を記載すること）
	








（２）施設の利用料金の設定
（施設の利用料金（入園料及び使用料）について、予定している設定金額と設定理由等を記載すること）
	








５　安定した管理のための人員及び財政的基礎
（１）安定的な運営が可能となる人的能力
ア　管理運営体制（人員配置計画）
適正な管理運営の行うための人員配置、責任分担等を考慮の上、記載すること。
①　職員配置の基本的な考え方
（職員配置についての基本的な考え方を記載すること）
	








②　組織図
（指揮命令系統、人員数について記載すること）
	









③　職員配置計画
	役職・職種
	担当業務
	能力・資格、
実務経験年数等
	雇用形態
	雇用者の
確保方策

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※「雇用形態」の欄には、常勤・臨時・嘱託等の別を記入すること。
※「雇用者の確保方策」の欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済み）、今後雇用を予定している者（雇用予定）の別を記入すること。
※繁忙期等特定の時期についてのみ臨時職員の雇用を予定している場合は、雇用する時期についても、「担当業務」の欄に記入すること。

④　職員の勤務体制（勤務時間、休日設定等）
（上記③に記載した職員の勤務体制（勤務時間、休日設定等）について記載すること）
	






⑤　本社と現地の責任体制
（本社と現地との責任体制について記載すること）
	








⑥　職員の採用・確保の方策
（上記③の「雇用者の確保方策」の欄に「雇用予定」と記載した者がある場合には、当該人員の確保方策（見通し）について記載すること）
	








イ　緊急時の対応及び利用者への対応方策等
①　緊急時の対応
（事故又は自然災害による被害発生等の緊急時の対応等危機管理の取組についての基本的な考え方、具体的な体制及び方策を記載すること）
	








②　施設利用者（県民）の意見・要望等への対応
（施設利用者の意見・要望等を積極的に聴取し、その内容を管理運営に反映させるための具体的な取組内容等について記載すること）
	








③　苦情等への対応
（施設利用者や近隣地からの苦情等への対応の基本的な考え方、苦情等に的確・迅速に対応するための具体的な取組内容等について記載すること）
	








ウ　職員の指導育成及び研修体制
（職員研修の実施や先進地の情報収集等、職員の資質向上と管理運営への反映についての具体的な取組内容等を記載すること）
	








（２）安定的な運営が可能となる経理的基盤
ア　財務状況の健全性
（貴団体の財務状況の概要及び健全性について記載すること）
	








イ　金融機関や出資者等の支援体制
（金融機関や出資者等の支援体制について記載すること）
	








（３）類似施設の運営実績
（民間を含めた類似施設や類似業務を良好に運営した実績がある場合は、その概要等を記載すること）
	








